
近年の激甚な水害や、気候変動による水害の激甚化・頻発化に備え、あらゆる関係者が協働して流域全体で
水害を軽減させる治水対策、「流域治水」を計画的に推進することを目的として「流域治水プロジェクト」
にもとづく取組状況についてのフォローアップ等を行うため夕張川上流地域部会を開催した。（今年度は他
の地域部会や石狩川下流域外減災対策協議会と合同開催）

日 時：令和６年２月９日（金）１３：３０～１５：００

開催方法：ＷＥＢ会議

構 成 員：北海道開発局（札幌開発建設部）
気象台（札幌管区気象台）
北海道森林管理局（空知森林管理署）
国立研究開発法人森林研究・整備機構
森林整備センター（東北北海道整備局）
北海道（空知総合振興局・胆振総合振興局）
夕張市、由仁町、栗山町

報告のあった自治体の取組事例

・防災教室の開催

・ハザードマップの更新と全戸配布

・防災訓練の実施

・自家発電機の整備、点検要領や取組説明を実施

・浸水想定区域内の要配慮者施設へ避難確保計画作成の依頼

・ハザードマップを活用した防災学習会の開催

・自主防災組織による炊き出し訓練の実施

・防災ガイドブックの更新と全戸配布

・ハザードマップのデジタル化とwebでの公開を検討

など ※写真を掲載しているのは参加者（会場）のうちの一部です

地域部会の様子（WEB開催）

自治体等主な会場

札幌開発建設部

石狩川（下流）水系外流域治水協議会 夕張川上流地域部会（第４回）



由仁町長
代理出席：総務課 防災担当

夕張市長
代理出席：副市長

 災害に備え学校や行政、各関係機関との連携を強化し対処能力向上に取り組んでいる。

 小中学校を対象とした１日防災学校を町の防災訓練とあわせて実施。災害対策本部が設
置されたと仮定し、職員を参集して災害に対する対処能力向上を図った。

 地域住民の防災に対する意識の把握や、日頃からの防災教育の充実方法等が課題。

 水災害リスクが高まった際に、自ら身を守る行動や自宅及び拠点施設を含む地域の状況
を知っておくなど、日頃から防災・減災に対する意識を高めることが課題。

 防災教室について、小学校と中学校において世代別に内容を考慮し、防災や減災に関す
る意識や知識の向上を図っている。

 生活館等に自家発電機を整備し、その発電機の点検要領や取り組みについての説明や
防災講話で、自助・共助の重要性について説明し、防災意識の向上に努めている。

 ハザードマップの最新版を作成し、全戸に配布。自分が住んでいる地域や拠点施設のリ
スクについて周知を進めている。

 大雨による大規模な災害を想定した訓練を、消防本部、消防団、警察署が連携して実施
しており、災害対応能力の向上と、住民の防災意識の向上を図っている。また、町内会が
中心となった自主防災組織による炊き出しを実施している。

 避難確保計画の作成について、浸水想定区域における要配慮者施設が新たに６カ所対
象となったことから、対象施設には当該計画の作成について依頼している。

 小学校・中学校・高校、町内会を通じてハザードマップを活用して防災学習会、１日防災学
校の実施。

 避難行動の理解促進に向けた取り組みとして、毎年９月頃に町全体の総合防災訓練を行
い、町民の防災の意識を高めている。

 平成30年に防災ガイドブックを作成して町内全戸に配布したが、更新を行い新たに全戸配
布を予定。

 ハザードマップをデジタル化し、WEBでのハザードマップの導入と公開等も検討。
栗山町長

代理出席：総務課 参与

各自治体で減災対策の取組を進めていく上での課題や流域治水における
アピールしたい取組について



 日頃から防災・減災への様々なお取り組み、大変感謝申し上げます。

 防災を推進するためには防災を自分事として捉えることが第一であり、そのためには、住
民参加型の訓練、講習会等が効果的であると考えております。

 訓練を行っても、毎年来る人は結局同じ人と、来ない人はずっと来ないということもあり得
るかと思っておりますが、続けていくことによりまして、地域全体として防災意識が浸透し
ていくという方向になると考えております。ぜひともこのような取り組みの継続をしていただ
けますよう、お願い申し上げます。

夕張川上流部会長
江別河川事務所長

各自治体で減災対策の取組を進めていく上での課題や流域治水における
アピールしたい取組について


